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7 麟軌芳彦亭薯  

g．コミュニケーシヲン支度貴君  
（1）手話通訳派遣  

H17．10   

実施市町村数  502／1，843  

； ご三－≡チ  烹〕講f三g⇒こ‡二まご【  三試㍍凍プ≠拷三ヒ蔓軍宍  

H17．10   

実施市町村数  338／1，843   

r主矢；嘉㌻べ泌三1）；℃緑蕾 

（3）要約筆記派遣  

H17．10   

実施市町村数  180／1，843  

ヰ璧  ｝士・、混ぜi．， ∵∴ご巧，‘汽∵だ  音r意  

奇観豆  ナ♭、炭   
潔ミⅦ実  5≡迂ン震訂煮詔きご二 

β β常生温島貫潜〝夢夢者  

H17．10   

実施市町村数  1，724／1，843  （
塘
彗
一
－
一
）
 
 
 

（注1）H18．10～H19．3の市町村数（1，827市町村）はH19、3．31時点の全国市町村数である  
（注2）H19．4～H20．3の市町村数（1，816市町村）はH20．3．31時点の全国市町村数である。  
（注3）H20．4～H21．3の市町村数（1，800市町村）はH21．3．31時点の全国市町村数である。  ※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ  



移動支援事業の実施状況【都道府県別】  
○各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。  
○全体では1，549市町村／1，800市町村（H21．3．31現在）で実施割合は86．1％である。  

（
塘
警
－
～
）
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※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ   

′紆’二  



コミュニケーション支援事業の実施状況【都道府県別】  

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。  
○ 全体では1，351市町村／1，800市町村（H21．3．31現在）で実施割合は75．1％である。  
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※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ   




